
受動的所得に係るオフショア所得の免税制度

多国籍企業グ
ループの構成
企業による所得

香港で受け
取った収入

オフショア受動的所得

対象内受動的所得

以下の要件を満たさない場合、香港所得税の課税対象となる

経済的な実態

•香港で実質的な経済活動が行われている

o 適正な数の適格な従業員が香港で雇用

o 適正な額の営業経費が香港で発生

 純粋な持株会社の場合、簡易化された実質
的な経済活動基準を適用

 特定の経済活動のアウトソーシングを許可

• 下記の条件を満す必要がある。

o 香港の居住者、または香港に恒久的施設を持
つ非香港居住者である

o 投資先企業の株式または持分を5%以上、12か
月以上保有していること

• 特定な税の不正利用に反していないこと。

ネクサス・アプローチ

• 適格な知的財産から得られる所得（例、特許、
ソフトウェア著作権）

• 研究開発費用の割合に基づいて免税額を計
算する（即ち、知的財産の研究開発のための
総支出のうち、適格支出の比率）

• 適格な支出は、香港または海外での研究開発
活動、または関連者に委託し香港で行う研究
開発活動に関する支出を指す

(利息、配当、キャピタルゲインの場合)

利息

知的財産所得

配当

キャピタルゲイン
株式や持分の処置

(配当、キャピタルゲインの場合)

(知的財産所得の場合)

更なる緩和措置

• 香港で課税されるべき対象範囲内の受動的所得
に係る外国税

• スルーアプローチ: 10%またはそれ以上の持分に

よる配当は、配当とその基礎となる税引前営業利
益に課せられた税金の控除を最大で5層まで認め
る

資本参加型免除

二重課税解消

＊上記の内容は、これから制定される法案により変更することがございますのでご了承ください。

対象外の事業体：

• 投資ファンド、年金ファンド、不動産投
資ツールなど（GloBEルールの対象外
事業体に類似）

• 保険投資事業体

• 香港の既存の優遇税制の恩恵を受け
ている事業体

• 多国籍企業グループに属さない地元
の企業

• 規制対象の金融機関によって得られ
た利子、配当、処分益



私どもの協力

レビュー
• 現在のオフショアアレンジが税制上の非課税対象となるか否かのレビュー
• 潜在的な税負担の評価

ビジネスモデルの見直
• 既存の投資持株構造およびオペレーションモデルの見直し
• 節税モデルの提案

インプリメンテーション
• 税務コンプライアンスサービスの提供
• 片側外国税額控除のクレームのアシスタント
• 税務局からのからの問い合わせへの対応
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新体制は2023年1月1日に発効（目標）

コンプライアンス上

• 対象範囲内のオフショア受動的所得が発生した際に申告
する

• 実質的な経済活動・ネクサス・アプローチ・資本参加型免
除などに関連する追加情報を提供する

香港内国歳入庁の局長オピニオン / 事前裁定
• 経済的実体要件に関わる局長オピニオン / 事前裁定の取得支援

＊上記の内容は、これから制定される法案により変更することがございますのでご了承ください。
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